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資料紹介
ﾚキｭﾗｼｵﾝ理論の｢5つの制度諸形態｣の再検討(1)
若 森 章 孝
以下に訳出する13の論文は、1976年に刊行されたMアグリエッタの『資本主義の調整と危機』（若
森・山田・大田・海老塚訳「資本主義のレギュラシオン理論』大村書店、 1989年）に始まる、レギュ
ラシオン理論の20年にわたる歩みを総括したボワイエ／サイヤール編『レギュラシオン理論：知の総
覧j (BoyerB.etSaillardY.(eds),Theoriedelaregulation.1'6tatdessavoirs,D6couverte,1995.
藤原書店より近刊予定）の第2部「5つの制度諸形態の再検討」に収録されている。5つの制度諸形
態論は、600ページ近い大著である本書の白眉であって、今日のレギュラシオン学派はこのような研究
成果に立脚して、市場における個人の合理的選択を補完するような新制度主義経済学に批判的な、マ
ルクスやケインズやポランニーの市場観を継承する独自の「制度の経済学」の構築を試みている。
なお以下のように、第2部の他の論文も訳出して、順次、紹介する予定である。
･R.グットマン「レジュラシオン理論における貨幣と信用」
。Mアグリエッタ「国際通貨システム」
。R・ポワイエ「賃労働関係についての20年間の研究の簡潔な総括」（以上本号）
･C.ルロワ「長期的賃金の形成」（以下次号）
･H.ベルトラン「賃労働関係と雇用システム」
･B.レイノー「賃金決定ルールの多様性と可変性」
･C.アンドレ「福祉国家と制度化された妥協一一起源から今日の危機まで」
･Y.サイヤール「間接賃金」
･M.オラール「競争形態」
･J-F.ヴィダル「国際レジーム」
。R・ ドロルム「複雑に統合された関係としての国家(ERIC)」
。Bテレ「国家・財政・レギュラシオン」
･F.ロルドン「レギュラシオン理論と経済政策」
I レギュラシオン理論における貨幣と信用＊
ロバート ・グットマン*＊
経済の支配的パラダイムである新古典派理論は貨幣を単純な需給関数によって特徴づけられるひ
とつの財として取り扱う。本質的に非貨幣的である均衡の諸条件を維持するために、このアプロー
チは貨幣をその他の経済から切り離すのである。新古典派に対抗的な異端的な考え方はいずれも、
＊この論文は、R.BoyeretY.Saillard(6ds),Theoriedelarggulation,LaDecouverte,1995に第7章として収録さ
れている。
＊＊ホフストラ大学(HofstraUniversity)、ニューヨーク
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マルクスの『資本論』とケインズの『一般理論』に依拠することによって、貨幣は経済活動と直接
に結びついている、生産と交換における貨幣の存在は均衡とは両立しない、 という理解をとってき
た。マルクス主義的アプローチ[DeBrunhoff,1971,979]は貨幣を資本の本質的要素として分析
する。ポストケインジアン[Davidson,1978]は、もっとも流動的な資産としての貨幣の戦略的役
割を強調する。レギュラシオン理論はこのふたつの異端的伝統を結びつけ、さらにふたつの伝統を
統合したものを、市場と高度に発達した金融制度を有する先進資本主義経済の貨幣的プロセスの体
系的分析に適用しようと努めてきた。レギュラシオン理論のこのような試みによって、現代社会に
おける貨幣の役割を見直すことができるのである。
ひとつの社会制度としての貨幣
貨幣論にたいするレギュラシオン理論の主要な貢献は、貨幣をひとつの社会制度として理解した
ことである。貨幣をそのように理解することを出発点としつつも、貨幣を定義する諸特徴（貨幣の
諸形態、貨幣発行の様式、貨幣流通の動態、貨幣価値の単位）が時間的経過を通してどのように変
化してきたか、さらに、 このような変化が現在の経済システムの行動を質的に変えたかどうかが問
われねばならない。レギュラシオニストはこれらの問題を蓄積体制についての彼らの議論の文脈の
なかで取り扱う。蓄積体制というレギュラシオン理論の中心概念[Boyer,1986]によって描写され
るのは、利用可能な技術的知識とその社会的編成を備えた経済システムの相対的に安定した再生産
を可能にする、ある歴史的時期に固有な諸条件である。そのような安定性は、潜在的に破壊的な諸
力を方向づけることによってミニマムの均衡を維持することができるような制度的枠組みを想定す
る。レギュラシオン理論は貨幣をかかる枠組みの主要な構成要素のひとつとして、したがって蓄積
体制を規定する制度諸形態のひとつとして考えるのである。
貨幣が制度形態のひとつとして行動するならば、貨幣は定義によって、レギュラシオン理論が蓄
積体制の調整様式と呼ぶところのもののなかで、大きな役割を演じなければならない。この見方に
よれば、貨幣創造と貨幣流通の様式が経済成長モデルを規定するのに貢献する程度に応じて、貨幣
はそれだけ重要になるのである。このアプローチは、むしろ広い意味での貨幣の内生的性格につい
ての概念、つまり貨幣にかんするレギュラシオン理論をふたつの主要方向に従って作り上げてきた
概念を想定する。
貨幣の発行が経済活動と直接的に結びついているという意味で、貨幣がひとたび内生的なものと
して理解されるならば、この結びつきをできるかぎり正確に解明することが重要なのは明らかであ
る。それゆえレギュラシオン理論は、所与の蓄積体制における支配的な貨幣ノルムの分析を特に重
視し、貨幣の諸形態とそれらの発行の条件、支払いシステムによる貨幣の諸形態の共存的編成、さ
らに貨幣諸形態の流通回路にとりわけ注目するのである。貨幣ノルムのこれら諸次元における変化
は、ある蓄積体制の別の蓄積体制への移行において決定的な役割を演じる[BoyeretCoriat,1984;
Boyer,1993]。
’
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すべての貨幣ノルムの機能は独自の制度的構図に従っている。制度的構図のなかには、中央銀行
による貨幣創造の制御（｢通貨政策politiquemonetaire｣)、銀行部門にたいする公的規制（｢金融政
策politiquefinanciere｣)、金融危機を抑制するための最後の貸手のメカニズム、諸国間の資金移転
のルールなどが含まれている。要するに、これらすべての装置は、レギュラシオニストが通貨レジ
ームregimemonetaireと呼ぶものを構成する。それぞれの蓄積体制はそれ固有の通貨レジームを
備えている[Guttmann,1989]・南北戦争および南北戦争後(1863-1879年)のアメリカ、あるいは
大恐慌による停滞期(1933-1935年）にみられるように、蓄積体制の転換はほとんどの場合に通貨
レジームの大きな改革をともなうのである。
レギュラシオニストの信用貨幣論
貨幣的生産経済についてのポスト・ケインジアンの考えにもとづて、レギュラシオニストは自分
たちの貨幣論を構築した。しかしポスト･ケインジアン[Lavoie,1984]とは対照的に、彼らは貨幣
の内生的性格をより大きく考えることを強調し、さらに貨幣の制度的特徴に考察の焦点をしぼる。
この違いのおかげでレギュラシオ理論は、信用貨幣の重要な特徴を明らかにすることによって、貨
幣のこの現代的形態の本質を解明することができたのである [Guttmann,1994]。
支払い手段として有効に機能するためには、信用貨幣は市場の外部で、つまり銀行システムのな
かで創造され確立されねばならない。信用貨幣は貸付を通じて市場に移転される。そして、借手が
貸付を支出に向けることを決断するときに初めて、振り出されたばかりの小切手は実際に貨幣にな
るのである。小切手は、買手と売手のあいだの支払い義務を第三者であるそれぞれの銀行を通じて
確立する。つぎにこれらの銀行は、中央銀行の口座を通じて、ある銀行の残高（｢準備金｣）を別の
銀行に移転する。このようなピラミッド型の貨幣移転は、種々の形態の信用貨幣のあいだの交換可
能性を保証するような支払システムの組織化を要請する｡支払システムが規則的に機能するかぎり、
交換、生産、金融の回路のなかで創造された支払約束は、銀行システムの内部におけるそれに照応
する準備金の流通回路によって調整される。中央銀行が民間銀行による貨幣創造のプロセスをある
程度まで統制することができるのは、中央銀行が一国の支払システムに的確に関与することを通し
てである。しかしながら近年、科学技術革命によって、貨幣の創造と移転の新しい私的メカニズム
の可能性がもたらされた。すなわち、中央銀行によって提供される従来の支払いサービスと電子ネ
ットワークを通じた資金移転、決済の自動化とが、競合するようになっている。
中央銀行は支払システムのなかの諸銀行の準備金に働きかけることによって、過剰の準備金を貸
し付けつつ新しい貨幣を創造する民間銀行の能力にたいし、一定の統制を実施する。だが中央銀行
は、貨幣創造のプロセスの他の二要因、すなわち、貸付をする諸銀行の意思も、銀行の信用需要も
統制することができない。貨幣供給は厳密には国家の通貨当局によって制御・調整することができ
ないということは、この意味で正しいのである。信用貨幣の発行は、むしろ銀行およびクライアン
トによる私的利潤の追求によって方向づけられるのである。貸手も借手も収益性と安全との妥協を
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避けることができないので、民間銀行による貨幣供給は景気感応的になる傾向にある。借手銀行の
負債、準貨幣預金、欧州通貨、 「電子マネー｣といった金融製品は、ほとんどの場合、中央銀行の統
制手段を逃れるために考案されているので、民間銀行の貨幣はまたたえざる革新を余儀なくされて
いる。民間銀行によって創造された貨幣はダイナミックな性格をもっているので、マネタリスト
[Friedman,1968]のいう「質的ルール｣、あるいは供給に影響をあたえることを奨励する人々のい
う「価格のルール」 [Miles,1984]といった通貨政策のルールはうまく機能しない傾向がある。ケイ
ンジアンの熱心な奨励にもかかわらず、低金利政策は金融不安の時期になると、あるいは期待が悲
観的なると、明らかに有効性を失うことになる。したがって中央銀行は、銀行準備金の統制を超え
るところまで信用貨幣の管理を拡大し、金融危機を抑制するために最後の貸手として介入し、さら
に金融革新に対処するために規制による制約を課さねばならないのである [Aglietta,1991]・
貨幣創造と銀行貨幣との結びつきによって、すべての追加的支出が自動的に貨幣化されるように
なったが、それとともに「借金経済」が生み出された。レギュラシオニスト [Aglietta,1976,1980;
Lipietz,1979]は、信用貨幣のこの特徴が、大量生産のためのテクノロジーを配備するのに必要な
資金を産業に提供することを通じて、第二次世界大戦後の経済拡大においていかに決定的な役割を
演じたか、ということを証明した。このことはさらに、大きな乗数効果をともなって耐久消費財(自
動車、住宅）の購買を容易にし、予算の赤字の埋め合わせを可能にすると同時に、最終的には黒字
国の資本を赤字国に移転させた。低金利は数十年のあいだ信用貨幣にもとづくかかる経済的刺激を
支えるのを助けたのである。
販売量を回復させ、財務当局の一時的な赤字を補填するための貸付をより容易にする内生的信用
貨幣には、個別的エージェントの消費能力を高めるという大きな利点があった。家計と企業の貨幣
制約を緩和するという信用貨幣の特質のおかげで、 1960年代末における戦後経済成長の停止につづ
く危機が緩和された。以前の構造的危機（1873-1896および1914-1939の期間）がいずれも結局は
深刻な不況を生み出したのにたいし、今日の時期はあまり激しくないスタグフレーションを経験し
ただけである。
第二次世界大戦後の新しい通貨レジームの帰結
レギュラシオン理論の主要な貢献は、一九六○年代におけるインフレ圧力の加速を構造的危機の
表現として分析したことである[BoyeretMistral,1978;Lipietz,1979,1983]。このアプローチが
「ディマンド・インフレ」や「コスト・プッシュ・インフレ」といった伝統的概念よりもずっと有
効であることが、明らかになった。 というのは、 このアプローチによって、名目価格の上昇を生産
領域における蓄積の基礎的諸条件の悪化と結びつけることが可能になるからである。
信用貨幣は、債務による資金調達一これによって各エージェントは自分の所得の目減りにもか
かわらず支出水準を維持することができた－の提供を通じて、 この現象〔インフレ圧力の加速〕
において中心的な主要な役割を演じた。このように、商品貨幣（｢金本位制｣）の時期には各エージ
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エントが直接的に負担しなければならなかった私的損失は、国民的貨幣を用いることによってそれ
以後は、純粋に名目的な伸びと所得の再分配を特徴とするインフレ的蓄積過程を通じてすべてのエ
ージェントに移転された[Guttmann,1984]。このような損失の社会化は、それまでの不況の典型的
な特徴である資本の大量破壊や資産デフレを回避させたとはいえ、貨幣の漸次的な価値低下という
代償をともなったのである。
信用貨幣がこうして構造的危機の動態を変容させたのにたいし、スタグフレーションの進行は、
信用貨幣という貨幣形態の安定に否定的な効果をもたらした。スタグフレーションとインフレの避
けがたい緊張が貨幣回路を通じて醸成されるので、信用貨幣の発行と流通を規制する制度と装置は
極度に脆弱になる。インフレは金融資産の価値を減少させる一方で、財とサービスの価格を上昇さ
せた。このような価格の対立的運動は債権者の所得を債務者に再分配するが、 この所得移転は、イ
ンフレ率に追いつかないほどの低金利を実行した中央銀行の政策によってさらに悪化したのだっ
た。また、債務者は、所得増加の停滞に直面してもなお支出水準を維持するために借り入れを増や
したので、問題が深刻化した。結局のところ、債務者はきわめて重い債務返済負担に苦しむことに
なった。固定金利コストの債務返済のために、債務者は経済状況のあらゆる急変にたいして傷つき
やすかった。インフレはさらに、将来のコストと所得にたいするきわめて大きな不確実性を生み出
した。投資家がごく短期の期待によって反応したので、投機によって長期的投資が後退してしまっ
た。レギュラシオン理論は、この投機的行動への傾向を信用貨幣レジームに固有な構造的危機の表
現として分析し[AgliettaetOrlean,1982;Guttmann,1984]、そうすることで、金融不安定性をど
ちらかといえば周期的現象として理解するポストケインジアンの見方[Minsky,1982;Wolfson,
1986］を越えたのである。
スタグフレーションによって誘発された金融と産業のこの矛盾は、信用貨幣にもとづく第二次世
界大戦後のレジームの制度的基礎を破壊した。 1971年の8月、金ドル交換の上に構築されたブレト
ンウッズ体制が大規模かつ投機的なドル売りのなかで崩壊した。為替相場にたいする政府の介入は
ただちに、市場によって規定される「フレキシブルな」為替相場への道を開いた。信用貨幣にもと
づく戦後の金融規制を緩和すべく最後の一歩が越えられたのは、低収益の金融商品が見限られるこ
とによって中央銀行がもはや従来の低金利融資を維持することができなくなった、 1979年から1980
年ににかけてであった。
過渡期の通貨レジーム
信用システムにおける価格制限の撤廃は、まず為替相場を、つづいて金利を政府の統制から解放
することによって、構造的危機の動態を変えた。市場が為替相場coursdemonnaiesと貸付条件を
決定するようになると、投資の優先順位が変わるために産業の合理化が促進された。この意味でわ
れわれは、変動相場制と高金利は新しい「調整様式」の表現であると言うことができる。これは、
両大戦間の競争的体制に固有な、価格戦争および債務削減とデフレによる調節に匹敵するような調
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整様式である[Guttmann,1990]。
この新しい「調整様式」の中心にあるのは、為替相場の規制緩和が産業資本と金融資本の関係に
及ぼした効果である。低金利志向の政府介入の放棄によって、戦後体制が含んでいた信用貨幣の借
り手を優遇する偏重が、事実上廃止された。 ところで、それ以後の名目金利がインフレ率以上に上
昇するとともに、生産者はもっと投資計画の選択の幅を広げ、 もっとコストを厳格に管理するよう
に仕向けられた。各国経済にたいする対外制約を強めた変動相場制によって、 この厳格性は強化さ
れた。政策の完全な方向転換につづいて、政府は短期の活動を刺激する金融・通貨政策に努め、各
国通貨にたいする大規模な投機攻撃の引き金になるようなリスクを必死で押さようとしてきた。毎
日、一兆ドルを超える取引がある為替市場における巨大な短期的変動は、欧州通貨制度のデフレ指
向政策が示すように、固定相場制にもとづく通貨ブロックを構成している諸国の金融・通貨政策に
たいしてさえも大きな制約を課するのである。
金融緩和の諸結果は、 1970年代の高インフレを鎮静させ、大規模な産業再構築の動きのテンポを
早めた。しかし、金利が成長率を超えたので、多数の借り手は資金調達が今後不安定になるという
事態に直面することになった。この危険な状況は、民間部門にとどまらず、公共部門にまで広がっ
た。公共部門では、構造的な財政赤字が爆発する恐れが生じた。 というのは、長年におよぶ高金利
の累積効果にともなって、第二次世界大戦後に国家によって推進された広範な社会保障制度を財政
的に維持することに深刻な影響が生じたからである。金利と成長率の関係の不均衡はさらに、長期
的な産業発展を犠牲にする短期的な投機を助長した。このような先行き不安な傾向は、金融市場で
頻発する価格の乱高下や、主要な金融革新およびその副産物によって強められた。
規制緩和政策の打破に向かって
政府は金融市場の乱高下を抑制し、均衡ある信用割り当てを保証することによって、 このような
事態を打破しなければならなかった。この目標達成には、通貨政策および金融規制の大きな変更が
要求される[Guttmann,1994]・政治家は、金融資本の急速なグローバリゼーションによってこの方
向に乗り出すことを余儀なくされる。金融資本の急速なグローバリゼーションは、金利が相対的に
低い、そして／あるいは他より厳格な規制が実施されている国からの資本逃避を可能にした。各国
政府は実際、ますます流動的でグローバル化する資本の十分な量を吸引するために競争し合ってい
るので、それぞれの国民経済の内部で通貨レジームの安定をめざす措置を単独でおこなう余地はほ
とんどないのである。信用システムを安定させ、金融資本の支配力拡大を制御する課題は、政策協
調と金融規制の標準化にかんする多国間の創意工夫を通じて、国際的レベルで交渉されねばならな
い[R.BoyeretY.Saillard[1995]chap.8をみよ]。
しかしこのことは、将来の通貨レジームの進化が生来的に完全にグローバルであるということを
意味しない。ローカルな差異化が21世紀において持続するのに十分なだけの空間がある。きわめて
長期にわたって国家権力の中心に存在してきた貨幣は、その構造的次元が数世紀にわたって厳密に
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ナショナルなしベルで発達してきた、緩慢にしか変化しないような制度的形態である。金融資本の
グローバリゼーションの進行や、ユーロカレンシー、欧州通貨単位、特別引出権のような非国家的
貨幣形態の普及にもかかわらず、進化のこのような緩慢さはおそらく今後もつづくだろう。
通貨レジームの国民的独自性とそれらのグローバルな収數傾向との緊張を分析するのに十分なだ
けの方法論的装置を、レギュラシオン理論はとりわけ十分に備えている[Agliettae Moutot,
1993]。それゆえつぎの問題に重点を置いて、今後の研究を進める必要がある。
－民間銀行の新しい貨幣形態の増加と、それが通貨政策の遂行に及ぼす影響
一金融不安定性を制御するために最後の貸し手が介入する国民的および国際的次元
一支払システムの漸次的民営化と信用システムの「市場化」が、工業諸国の金融構造に及ぼす影響
これらの問題の研究が、金利の構造や貨幣の流通速度、産業発展における金融市場の役割などを
対象とする新たな前進の道を貨幣論に開くことは確かだろう。政治的指導者たちが、発生しつつあ
る新しい蓄積体制に相対的に安定し均衡のとれた通貨レジームを提供できるような、介入手段と規
制メカニズムの発展を期待するとするならば、これらの問題の解明は決定的に重要である。
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Ⅱ国際通貨システム＊
ミシェル・アグリエッタ*＊
国際通貨システムは、資本主義経済のもっとも複雑な、しかも変化にたいしてもっとも感応的な
レギュラシオンを展開する。貨幣は経済秩序のなかで決定的な役割を演じる。貨幣のルールが不公
正ないし無効として反対され拒絶されるか、相互に受諾されるのかに応じて、貨幣は、政治秩序に
おける敵対関係の源泉になることもあれば、仲裁の手段になることもある。 というのも、国際通貨
システムの弱さは、諸国民の合意にもとづくような、異論のないオーケストラの指揮者の不在に由
来するからである。ナショナルな次元を超えようとするいかなる主権的権威も、貨幣の保証者には
なりえない。金本位制は約30年のあいだ貨幣の憲法であったが、この金本位制が消滅するとともに、
20世紀は貨幣の国民化を経験した。それとともに、国民貨幣は政治権力の目標に従うようになった。
国際通貨のレギュラシオンは、きわめてやっかいな問題になった。その推進者たちの見解の大きな
相違にもかかわらず四半世紀のあいだ存続したブレトン･ウッズ秩序それ自体が、「冷戦」の脅威の
下での集団安全保障の優先によって正統化されたヘゲモニー・システムであった。したがって、合
衆国政府が、 1960年代末に必要になっていた国内的決断を巧みに避けるために自国の支配的立場を
利用したとき、ブレトン･ウッズ秩序の安定性は破壊的な緊張に委ねられることになる。それ以来、
国際関係の激動は貨幣関係の動揺を引き起こしてきた(R.BoyeretY.Saillard[1995]chap､7を
みよ)。しかしながら貨幣関係は、1930年代のようなコンフリクトに逆戻りすることも、そこに落ち
込むこともなかった。金融的相互依存関係が､驚くべきダイナミズムをともなって発展しつづけた。
急速な変容を遂げつつある世界経済のなかで、貨幣の新しい憲法ではないにしろ、少なくとも多国
間の新しい共同責任の追求が見られるのである。1
I
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口 ＊この論文は、R.BoyeretY.Saillard(eds),Th6oriedelarggulation,LaD6couverte,1995に第8章として収録されている。＊＊パリ第10大学教授、CEPII(経済予測国際情報センター）研究顧問98
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理論：国際通貨システムの編成
国際通貨システムの可変性を分析する通常のやり方は、マンデルの三角形に準拠する （図表6参
照)。国際通貨システムの構造を規定するために組み合わされる編成原理は三つある。為替相場のル
ールの厳密さの程度(純粋に柔軟な為替相場から厳密な固定相場まで)、資本移動の程度(移動ゼロ
から完全移動まで)、対外制約にたいする通貨政策の目標の感応の程度(完全に自由裁量の通貨政策
から共通通貨政策まで）がそれである。これらの基準の組み合わせは、正三角形で表現される。 と
いうのも、これらの基準は独立的ではないからである。国際通貨経済について考慮せざるをえない
教訓は、固定為替相場、完全な資本移動、独立的通貨政策を組み合わせることは不可能である、 と
いう不可能性の定理である。だが、 この定理は最低限の制約を伴っているにすぎない。マンデルの
原理によれば、各国は、三角形上のいかなる点に対応する国際的挿入をも自由に選択することがで
きる。そうだとすれば、国際通貨システムはさまざまな諸国がこのように自由に選択した点の結合
以外のものではないだろう。
しかしながら、このようなアプローチだけでは、国際通貨システムを十分に規定することはでき
ない。各国政府が選択をおこなうことによって伸縮的に決まる為替レートの水準は、均衡為替レー
トである、 と想定される。それゆえ、私的エージェントの期待は政府の選択と歩調を合わせる、 と
いうことが暗黙に仮定されている。さて、各国政府の目標の不一致がいかに為替市場の不安定を引
き起こすかを観察するには、 1973年から1987年までのドルの著しい動揺、1992年と1993年における
欧州通貨制度の為替危機、これらのあいだの時期に生じた円高・ドル安といった経験の蓄積を利用
することができる。さらに、各国政府は他国政府の選択と無関係に、自国の選好を最適化するよう
な諸基準の組み合わせを選択する、 という仮定は、公共財としての貨幣の本質的性格を著しく歪め
るものである。国際通貨システムのルールは、国内レベルでの共通の貨幣サービスを国際取引にま
で延長する。したがって、持続しうる国際通貨システムを保持することは、それ自体、各国政府が
その達成をめざしてしかるべき共通の利点である。なぜなら、各国政府はたえず戦略的相互依存関
係のなかで行動するからである。だがこのことは、すでに述べたような構造的基準のうえで接合さ
れる集団行動の原理を受け入れることを意味する。その結果、図1の三つの菱形によって表現され
る国際通貨システムの諸タイプが生じる。これらは、三角形の中心にひとつの頂点、三角形の三つ
の頂点のそれぞれにもうひとつの頂点を有するような菱形である。
国際通貨という共通サービスの維持と、マクロ経済的行動の自由のためのナショナルな独自の選
択とのあいだで各国政府が経験する緊張は、貨幣の両義性のなかに深く根を下ろしている。あらゆ
る国境を超える流動性と金融自由化は、資本主義の国際的動態の本質的属性である。このような国
際通貨の性質はつぎのような規模と範囲の効果に依存する。為替市場の規模、金融商品の多様性、
市場の内的堅固さ、ブルーデンシャル規制の効率性などがそれである。これらの性質を満足させる
必要があるので、国際通貨の諸機能は少数の外国通貨、さらには単一の基軸通貨に集中させる傾向
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資本の完全移動
図1 マンデルの三角形 ’
がある。基軸通貨は国際通貨システムのインフラに相当する。だが、金融の流動性と自由度は政治
的要因にも依存する。将来の経済政策にたいする市場の判断、各国政府が自国貨幣の交換性を表明
するルール、資本移動にたいする各国政府の許容度とこの点についての政府の将来戦略、などがそ
れである。このような政治的措置が、国際通貨システムの「情報構造info-structure」を形成する。
民間の金融主体は、そこからじぶんたちの期待の材料を汲み出す。さて、集合的原理が要求される
際の経済政策のレギュラシオンの複雑性および、それぞれが独自のアイデンティティを主張するこ
とによる諸国民間の競争によって、国際金融システムのインフラの分散化傾向が作り出される。し
たがって、相反する諸力が国際通貨システムを縦断している。そして、相反する諸力のあいだをぬ
って、集団行動の原理がつぎのような妥協を確立しなければならない。自己拡大的な投機攻勢の影
響の下で通貨競争が国際通貨システムの危機を引き起こすのを避けるための妥協が、それである。
すぐれた妥協とは、国際通貨システムの持続性を規定するふたつの構成要因一方は、為替レ
ートの安定性を左右する、私的エージェントによる政府行動の予測、他方は、各国間の実際の経済
的対立を吸収するか、すくなくともそれを制限するような柔軟な調節一のあいだで、分裂するこ
となく時間的に進化できるような組み合わせである。集団行動の原理は、行為のロジックのふたつ
の次元、すなわち、対称性の度合いと対応性の度合いによって、システムの持続性のふたつの基準
に影響をあたえる。実際、対称性の度合いは、国際通貨という共同の利害を維持するための義務の
配分を規定する。集団行動のルールが対称的であるとき、各国の通貨当局の義務は類似している。
それが階層的であるとき、通貨当局の義務は異なる。基軸通貨国は、システム全体にたいし国際流
動性を提供する義務を負う。その他の国は、為替のルールにしたがって自国通貨を調節する義務一
一その厳密性は大きいときも小さいときもある－を負う。対応性の度合いは、独自の目標を達成
するための各国政府の決定にたいするシステムの影響力を規定する。一方の極では、各国はシステ
｜
100
」
レギュラシオン理論の「5つの制度諸形態」の再検討(1)（若森）
表1 集団行動の原理にもとづく国際通貨協定の比較
417
ムを構成するルールに自動調節的に従う。他方の極では、各国政府が自由裁量の決定を優先させよ
うと試みることができるので、為替相場の柔軟性が事後的に義務の実際の配分を決定する。この両
極のあいだでは対応がさまざまに異なりうるが、対応の度合いは多かれ少なかれアドホックで局所
的である、あるいは、多かれ少なかれ継続的で制度化されている。表1は、いくつかの国際通貨協
定の理論的意味を、協定を調整する集団行動の原理によって整理したものである。
表1が示すように、中間的位置のなかにいちばん多くの歴史的実例がある。この観察は偶然では
ない。実際、為替のルールの硬直性と経済政策の予測可能性はともに強まる関係にある。為替のル
ールの硬直性の度合いを所与とすれば、為替のルールの硬直性と経済政策の予測可能性がともに強
まるのは、自動調節と階層的編成が重視される場合である。反対に、為替のルールの永続性を危う
くさせるような、実際の大きな経済的な利害対立が起こると、為替ルールの硬直性と政策の予測可
能性はともに弱まる。さらにまた、為替のルールの硬直性と実際の対立を減少させるための調節の
柔軟性は、 ともに弱くなる関係にある。この関係が悪化する、つまり柔軟な調節が強まって為替ル
ールの硬直性が弱まるのは、対外的な調節コストを国内の経済的変数にしわ寄せするような自動作
用が機能する場合である。逆に、為替のルールの硬直性自体が、集団行動の予測および実際の対立
を減少させる集団行動の能力に影響をあたえるので、国際通貨システムの持続性は為替ルールの硬
直性の単純な関数ではない。自動調節作用、ないし、きわめて堅固な基礎にもとづく階層的関係を
尊重する通貨当局の断固たる介入がない限り、極端なレジームは非常に不安定であるか、きわめて
硬直的であるかのどちらかである。中間的なレジームがいちばん堅固である。なぜなら、分裂なき
進化にそれがいちばん適合的だからである。反対に、ブレトン・ウッズ体制はあまりにも硬直的に
なった。 というのも、より大きな柔軟性が必要となったとき、各国政府は硬直的な為替ルールにし
がみついたからである。
通貨政策：国際通貨システムのより首尾一貫したレギュラシオンへの適応
この四半世紀、国際関係は、資本の移動と競争ゲームにおける新しい経済的強国の出現という、
ふたつの大きな傾向が持続するなかでグローバル化してきた。R.グットマン｢レギュラシオン理論
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における貨幣と信用」 (R.BoyeretY.Saillard[1995]chap.7)が取り扱った第一の点にわれわれ
がここで関心もつことは、資本の移動が国民貨幣のあいだの関係にどのような影響を及ぼすかとい
う問題である。
外国通貨のあいだの競争は、国際通貨システムの機能的自律化作用をよく示している。他国通貨
の国際化の道につながる資本移動にもかかわらず、また、為替相場の慢性的な不安定にもかかわら
ず、 ドルはその優位を保ってきた。貨幣のさまざまな機能にドルを利用することは、じよじよに変
化してきた。つまり、いかなる断絶もなかった。日本の金融市場の透明度の欠如と企業の商慣行(ド
ル建ての貿易送り状)のために、円の国際化が妨げられた。マルクの国際的役割は、実のところは、
ドイツの統一によって引き起こされた資金調達の必要によって高まったにすぎない。このドイツの
貨幣が行使することができる競争力は、本質的には政治的配慮に依存する。ひとつは欧州通貨統合
実現の成否、もうひとつは東欧の市場経済への移行の成功である。もしマルクがドルと同じぐらい
の流動性をもつ外国通貨になるならば、 ドルの優位は決定的に脅かされるだろう。金融の不安定の
みならず通貨の不安定もまた、外国通貨間の代替性が強まることから生じるのである。
この最後の指摘は、金融の自由化と関連した伸縮的で継続的な適応を超えるような、国際通貨シ
ステムを不可逆的に変容させる第二の大きな傾向に通じている。この傾向は、新しい経済強国の圧
力の下での世界経済の地域化である。
世界の政治的構図が再編成されつつあるが、そこでは地理学が経済関係における特権的地位を取
り戻している (R.BoyeretY.Saillard(1995)chap.16をみよ)。諸資本の移動が国際通貨システム
のインフラを変化させるにしても、そこには大きな惰性が存在するのにたいし、地域的な再編成は
国際通貨システムの情報構造を確実に変容させるだろう。地理的な再編成は、交換性のある貨幣を
現在有する諸国民に優越しうるような、貨幣に影響力をもつ諸センターのあいだの対称と対応とい
う、集団行動の原理に影響を及ぼす。国際通貨システムの整合性と持続性を目的とする多極的世界
経済の挑戦は、地域的吸引力がせめぎ合う諸空間の異質性に由来する。唯一の例でありまだ大きな
困難を抱えているECを別にすれば、商業交換、資本の流入、成長の動態、経済的影響力などは通
貨統合のゾーンと一致しないのである。世界経済は三極からなる同質の全体ではなく、あまりうま
く接合されていない多極空間の錯綜した絡み合いの構図に向かっている。このような絡み合いの構
図のなかで、巨大な大陸的強国（現在は中国とインド、少し後のブラジル、さらにこの後にロシア
の影響圏が復活するだろう）は、めざましい経済的影響力を発揮しているが、通貨についての地位
はまだその経済的影響力に対応していないのである。
以上のような特徴を考慮するならば、金融の自由化と世界経済の地域化という二大傾向が国際通
貨システムのレギュラシオンに及ぼす影響を描写することができる。
為替のルールは1973年の3月に最終的に緩和されたが、それ以後、アメリカの政策はもはや、世
界価格にたいしアンカーとしての役割を果たさなくなった。システムは対称性が強まる方向に進化
し始めた。各国は、政府の選好に応じて国内の緊張を仲裁することによって、ナシヨナルな通貨政
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策を実施してきた。傾向的にいえば、各国通貨のドルにたいするレートは、インフレ率の違いと対
外的な債権債務構造によって左右される。短期的には、市場の投機的な反作用によって引き起こさ
れるドル相場の変動幅の拡大のために、OECDの他の重要な諸国の政府は、部分的に価値を喪失
したドルに介入することによってこの動揺を和らげようとした。その結果､ある場合には､OECD圏
の通貨量の加速的増加と他の外国通貨にたいするドルの価値低下が、別の場合には、総通貨量の突
然の抑制とドルの価値上昇が生じた。このような通貨の機能不全がよく示しているように、変動相
場制によって事実上可能になった対称性にもかかわらず、システムにたいする共同責任はアメリカ
の主導権にとって代わるものではなかった。各国の自由裁量的な通貨政策が一致しないことによっ
て、また、国際収支の赤字と黒字がそれぞれ累積することによって、ブレトンウッズ体制を上回る
ような、 ドル本位制のジレンマが、その表現を変えつつも、永続化したのだった。国際流動性の不
足はもはや問題でなかった。しかし、各国はふたつの不便のジレンマに苦しむようになった。国内
的通貨統制権の喪失か、 ドルにたいする自国通貨の為替相場の過度な変動か、 というジレンマがそ
れである。資本移動が全般化するなかで、このジレンマの高進は、 1984年の秋と1985年の冬の急激
なドル高とともに頂点に達した。
為替相場の歪みは最終的には、各国政府を悩ませたあげく、G7内部のプラザ合意およびルーブ
ル合意の実験という政治的回答を引き起こすことに結果した。これらの合意のねらいは、変動相場
制を多国間の監視の下に置くことであった。実際、三極システムの出現を信じさせることができた
三頭政治（アメリカ、日本、 ドイツ）が話題に上がった。その場合、OECDの他の諸国は、これら
の通貨のひとつ、またはかれらの通貨の合成通貨単位との特権的な交換関係に入ることになる。
実行に移された最小限の協力は、暗黙の目標相場圏を含んでいた。目標相場圏の中心比率は秘密
であって、基本条件の変化に応じて矯正可能な幅があった。許容される変動幅は広く、かつ伸縮性
に富んでいた。 ドルと他のふたつの強い通貨のどちらかとの交換の危機を未然に防ぐために、公的
な協調介入がおこなわれる際、バランスをとるような補足的な動きがあった。実際、 この介入の実
現は、各中央銀行が相手国通貨で外貨準備を借り入れるか、あるいはそれを保有するかを意味した
のである。
変動相場制の有する、変化のなかでの安定性という長所は、原理的にいえば、各国の金利の動き
を分断することによって、世界経済のより大きな安定の源泉である景気変動の非同期化を可能にす
ることから生まれるのである。 もっとよい共同責任体制の長所は、各国間の為替レートの歪みを制
限することである。円やマルクにたいするドル価値の傾向的な低下は、実際、 1987年以降になると
止まったようにみえる。しかしながら、国際通貨システムのレギュラシオンのこのより協調的な原
理（対称性と共同責任）への進化は、経済の世界化を考慮するならば、相変わらず弱々しく断続的
な歩みのままであり、まだきわめて不十分にしか拡大していない。こうした進化はまだ集合的な学
習効果を生み出すに至っていない。共同責任体制は、国内の通貨政策に影響しないような為替レー
トの管理に限定された。そのために、G7の介入によってドルの行き過ぎた運動の反転を抑え、市場
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の期待を安定させるには、為替相場の短期の変動幅はあまりにも大き過ぎた。最後に、G7は、巨
大な先進工業諸国によってこれらの国のために設置された。G7はいかなる場合でも、新しい強国
の出現によって提起される諸問題に対処できるような、マクロ経済の指導部ではありえなかった。
金融のグローバル化と地域連合の形成は、ブレトン・ウッズ体制の崩壊から生じた通貨協定の変
化をはみ出すような諸力を行使する。最近の十年のあいだに、金融のグローバル化は長期資本市場
にまで拡大した。欧州の資本移動は欧州通貨制度の為替危機に著しい影響を及ぼしたが、その後、
1994年の春、公社債市場に波及した金融的緊張は、この緊張の影響を受けた経済の基本条件からほ
とんど切り離された。投機の波が長期資本市場にまで伝染したことは、資本配分の効率性、つまり、
金融自由化の主要な賛成論に疑問を投げかけた。自由貿易の哲学によって福祉の改善要因として考
えられているものを守るために、OECD主要国の政府は次第に、金融の安定性は為替危機の局部的
管理よりも多国間の共同責任のためにこそ必要であるということを認識するようになった。各国の
経済政策のありうる不一致についての市場の予測が外部に及ぼす影響は、より強く、まったく予想
しがたいのである。予測可能性の基準は偶発的に引き上げられるだろう。 というのは、新興市場へ
の国際投資の継続的な流入が実際の世界経済を形成する本質的要因だからである。このような要求
を満たすことができたとしても、それはおそらく制度化された協力の著しい前進ではないだろう。
むしろ必要なのは、暗黙のままにとどまっている通貨憲法を表現する共通原理の尊重に漸次的に同
意することを予測することである。このような進化の根本的な意味は、国際通貨システムの安定と
いう集団的利益を取り戻すための、国際通貨の部分的な脱政治化であろう。新しい国際的制度の創
出または為替相場のルールの強化よりも、むしろ、各国の中央銀行の自立原理の拡大こそが有意義
なイノヴェーションなのである。長期的な展望と合致する諸目標を追求できるので、自立的な中央
銀行は、明示的な協力関係がなくても、各国の主権に属する通貨政策を共同責任の下で推進するこ
とを企てられる。このような指導方針を強化することができるものとして、国際協議の手続きをよ
り多くすること、市場についての適切な意志疎通によって為替相場にたいする期待を通貨当局が指
示した基準にもとづいて調節するのを容易にすること、 もっと完全なブルーデンシャル規制、タイ
ミングのいい強力な介入、などがある。
OECD諸国内部で国際通貨を安定させる中心グループが金融自由化による深刻な混乱を回避す
るために必要である。だが、OECDの外部にある諸国一これらの諸国の為替レートは体系的な重
要性を獲得している－が貿易上および金融上の重要性を高めている事態を前にしては、そのよう
な中心グループは不十分極まりないのである。G7は、それ自体が雑多な要素からなる地域連合の
あいだの関係によって提起される、グローバルな諸問題を取り扱うのに適した集まりではない。し
かしながら、地域的空間が開かれたままでなければならない－これは世界経済の充足を増加させ
る本質的条件である－とすれば、たんなる貿易協定を超えることが必要になる。いわゆる｢新興」
諸国に向かう大量の投資フローは、これらの国を金融の中心にしようとしている。これは、一部の
国によって比較優位を最大にするために追求されてきた、故意に非協力的な為替政策と両立しない
I
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ことが明らかになった為替レートにたいして責任をもつことを意味する。しかし、為替レートの多
国間監視は、それが新興の資本主義国を参加させるとしても、一筋縄ではいかない諸問題を提起す
る。というのも、このような監視を誘導することができるとすれば、それは数多くの国が共有しう
るような開発政策が存在する場合に限られるからである。さて、今日までのところ、いかなる開発
政策も共通の首尾一貫した取り組みを生み出してはいない。だからこそ地域連合は、集団行動の原
理が世界経済に大きな影響を及ぼす各種の膨大な数の利害について考慮できないという事態に直面
して、ひとつの回答を提供することができるのである。だが、それと同時に、このような地域連合
は、種々雑多な優先権をもつ広範囲な領域に政治力を付与する。国際通貨システムのグローバルな
持続性は、G7の通貨協議から排除された諸国の正統性と同様に、きわめて弱体化している。した
がって、国際通貨基金にとって世界貨幣の役割の復活は、その設立のねらいに照応するとはいえ、
まったく変容した地政学的環境のなかで、結局は不可欠なものになるだろう。国際通貨基金が為替
相場の多国間監視の手段と基準を探求するための総会の使命を引き受けるならば、それはおそらく
国際通貨システムの現実主義的な改革の出発点になるだろう。この改革は、実際に世界化されてい
る経済のレギュラシオンを約束するシステムへの道を開くだろう。
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Ⅲ賃労働関係についての20年間の研究の簡潔な総括＊
ロベール・ボワイエ*＊
標準的な経済理論は労働市場と生産物市場をほとんど区別していない。需要供給法則の完全な作
用を妨げるものがあるとすれば、いくつかの不完全または非対称、つまりフレキシブル化政策が取
り除こうと努めている残りかすだけである [OECD,1994]｡JM.ケインズが示唆したように、労働
市場は他の市場と同じではない。 というのは、名目賃金は賃労働者と企業家の交渉の結果であるか
らであり､将来にたいする期待によって支配される有効需要の水準が雇用量を決定するからである。
正統派マルクス主義理論のなかでは、労働という商品だけが剰余の唯一の源泉であるがゆえに、労
働はたしかに特殊な商品として理解されているとはいえ、労働力の価値は産業予備軍の恒常的な影
響の下にある競争によって決定されるのである。
レギュラシオン理論は賃労働関係を、労働契約の枠組みを形成する諸制度の補完性および諸制度
の現行の調整様式との適応性によって定義する。したがって、賃労働関係は時間的・空間的に可変
的であって、経済パフォーマンスをともなう多様な構図を示すのである。最近の20年は、第二次世
界大戦後の制度的秩序の大転換を示している。この大転換こそ、失業問題や社会保障の資金調達問
題、より一般的には高成長に復帰できないことの根本的な原因である。
商品関係と賃労働関係のあいだにある隠された弁証法
‐????????，‐??‐????????‐‐?‐???‐‐‐??‐‐????????????‐‐‐‐?????‐????????????????????????????????????????‐??????????‐，‐，‐????
構造主義的な読み方によれば､資本主義経済は商品関係と賃労働関係の結合として定義されるが、
この結合は賃労働者と資本家を対立させると同時に統一させる。この生産様式はきわめて矛盾的な
性格をもつにもかかわらず驚くべき持続的な弾力性をもっているが、レギュラシオン理論の貢献は
何よりも、この弾力性が賃労働関係、競争、通貨レジームの適応と変容に由来するという見方を明
確に提起したことである。賃労働関係の用語によってわれわれは、資本主義すなわち賃労働制度の
下での生産活動が社会化していくプロセスを意味させる。賃労働関係の形態は、賃労働の使用およ
＊この論文は、R・BoyeretY.Saillard(6ds),Theoriedelaregulation,LaDEcouverte,1995に第9章として収
録されている。
**CEPREMAP(数理経済計画予測研究所）研究主任、EHESS(社会科学高等研究院）研究部長
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び労働者の存在様式を規定する法的および制度的諸条件の総体によって定義される。賃労働制度が
これほど発展したのは、賃労働関係が蓄積の要請および社会的コンフリクトに適応しつづけたから
である。
しかしそのことを通じて賃労働関係は、通貨レジーム(R.BoyeretY.Saillard[1995]chap.7
をみよ）や競争形態((R.BoyeretY.Saillard[1995]chap.15をみよ）という、他のふたつの制
度諸形態との構造的補完性の関係を維持するのである。 「金本位制｣の場合のように貨幣制約が厳し
いならば、賃労働関係はフレキシブルでなければならない。逆に政治的運動が直接賃金および間接
賃金のコード化を課するならば、それに適応する通貨レジームと寡占的競争はこのような労使妥協
を承認しなければならない[Boyer,1993]・コンドラチェフのいわゆる長期波動を、これらふたつ
の構図のあいだの変化の表現として解釈することさえできるのである。
賃労働関係という概念は、純粋経済を退け、それ自体過去のコンフリクトと危機の反映である制
度的な文脈のなかで、賃金、生産性、雇用を規定する要因を解明しようとするものである。K.ポラ
ニー[Polanyi,1944]によれば、貨幣も労働も真の商品ではない、それどころか貨幣と労働は市場経
済の可能性の条件であるが、こういったことはすでに明らかではないだろうか？労働を規制する
ルールは偶然の産物ではなく、いわゆる完全な調節に同じ数だけの摩擦をもたらすが、そのために
かえって、事後的に「労働市場」と呼ぶことができるものの持続性を保証するのである。この分析
の枠組みからつぎの第二の帰結が生じる。すなわち、貨幣が他の外国通貨と競争関係にある原理に
よって規制される傾向にあるならば、それから生じる不安定性もまた賃労働関係の持続性を危うく
するのである。
理論的アプーロチの多様性：ホログラフィーによるレギュラシオンのイメージ
賃労働関係は元来、価値法則にもとづくマルクスの搾取論のなかに位置している(R.BoyeretY.
Saillard[1995]chap.3をみよ)。しかしアメリカ資本主義の長期分析[Aglietta,1976]は、伝統的
なマルクス主義分析はもちろんのこと、今日のマルクス主義分析[Roemer,1981]でさえ不変なも
のとして想定している消費ノルムに生じる大きな変化を明らかにした。それゆえ、労働力の価値を
低下させる賃金財の生産性上昇にもとづく相対的剰余価値を追求する資本家と、生活条件の改善を
要求する賃労働者の要求との争いが始まったのである。この最初の貢献は、消費ノルムを生産ノル
ムと同じ資格の分析用具にしたことにある。生産ノルムと消費ノルムの急速な、ほぼ同時的な変化
がまさに、特定の賃労働関係と蓄積体制の接合としてのフォーディズムを規定する。
エコノミー・エゾテーリク エコノミー・エクゾテーリク
したがって､価値空間の上で展開される深層経済の枠組みの上に構築される表層経済の領
域のなかで、名目賃金は新しい意義を獲得することになる[Lipietz,1983]・競争と貨幣創造の一定
の条件の下で、名目賃金の増加は労働者の生活様式を変容させる仲介役になりうるのである｡団体
協定が例えば生活費の変化に比例する自動的な給与改定をコード化する場合、このことはいっそう
当てはまる。その場合、実質賃金は少なくとも一時的に、労働市場の直接的な諸力の影響を免れる
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のである[Boyer,1978](R.BoyeretY.Saillard[1995]chap.10をみよ)。
しかしそうなると、賃労働制度をマルクスの搾取論から離れて規定し、賃労働者とは、信用にア
クセスすることができずそれゆえ自己を自律的な生産者として形成することができない人々であ
る、 と考えることができるようになる [BenettietCartelier,1980;Roemer,1981]。したがって、
賃労働関係と通貨レジームは、資本主義経済のもっとも基本的なレベルで密接な関係を維持してい
るのである。結局、今日の変化が示すように、異常な高金利が企業を弱体化させるときには、債務
者にたいする債権者の返済請求[AgliettaetOrlean,1982]は賃労働者の大きな譲歩を強要するか、
少なくともそれを結果としてもたらすのである[Boyer,1986]。
たとえ労働が価格をもつとしても、その供給は必ずしも市場の純粋なロジックによって規定され
るのではない。というのも、人口の再生産の主導的原理は資本制的利潤ではないからである。実際、
労働は家族のなかで生産され、学校やその他の制度が個人の社会化に寄与するのである。さらに、
賃労働制度が支配的な形態になるならば、当然のことであるが、労働者は大きなコンフリクトの際
に、結局は集合的に資金調達され組織化される社会保障の原理を要求する。間接賃金の形成を制度
化する同じ運動が、現代の福祉国家の基礎を作るのである (R.BoyeretY.Saillard[1995]chap.
13をみよ)。
フオーディズム的賃労働関係
結局、フォーデイズム的賃労働関係は、賃労働者の資本主義社会への終身的統合に基礎を置くフ
ォーデイズムの長期的持続性の諸条件のひとつである。この変容は、私的蓄積のロジックに新しい
義務を課すことができるような政治領域を形成する民主主義体制が優位を占めるだけに、ますます
必然的になる (R.BoyeretY.Saillard[1995]chap.18をみよ)。このプロセスの後、賃労働者は
失業や疾病、障害や退職の際に被るリスクから部分的に解放される(RBoyeretY.Saillard[1995]
chap､14をみよ)。これらはことごとく、生活様式に影響をあたえる間接賃金の構成要素であると同
時に、名目賃金の動態を変化させる要因であって、名目賃金は景気変動にあまり感応しなくなるの
である[BowlesetBoyer,1995]・
賃労働者化の運動は分業の深化をともなうが、分業の深化は、技術変化の動態を通じて[Boyeret
Schmeder,1990]、また労働ポストないし職業の専門性にしたがって階層化される賃労働者の地位
によって表現される。 とはいえ、各国に固有な布置状況に応じて、分業の深化は表現されるのであ
る (R.BoyeretY.Saillard[1995]chap.11をみよ)。分類闘争luttesdeclassementが階級闘争
に積み重ねられる、あるいは前者が後者にとって代わるのは、このような文脈においてである。独
自の利益の獲得によって階層的利害を守ろうとする各賃労働者は、勤労者社会の性格を基本的に帯
びるに至った資本主義社会の持続性を危うくする恐れある [AgliettaetBrender,1984]。このよう
なジラール的解釈はレギュラシオン学派共通の見解でないとはいえ、現在の賃労働関係の危機のい
くつかの側面を照らし出しているのである。
口
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最近表明された理論的示唆は、レギュラシオンの仮説の批判であると同時にその拡大として位置
づけることができる｡すなわちコンヴァンシオンの経済学は､雇用関係relationsalarialeのなかに、
生産性にインデックスする直接賃金についての合意と間接賃金を規制する失業についての合意の結
合を見るのである [SalaisetStorper,1993]。このアプローチの方法が全体主義的であるより個人
主義的であるとしても、生産様式と同じ数だけの労働協約が存在するという、コンヴァンシオンの
経済学とレギュラシオン理論の一致点は一目瞭然である。それらの布置状況は、市場との接合のタ
イプや技術変化の性質、業績評価の原理などに依存する [SalaisetStorper,1993,p.73-88]・調節
様式は成果にとって決定的に重要であるが､それはエージェント間の過去の相互作用の結果である。
これはマクロ経済のレベルでの賃労働関係と蓄積体制の弁証法に相当するものでないだろうか？
以上のように相継いで登場したこれらのアプローチは、全体的な首尾一貫性が欠けてはいるもの
の、意地悪な批判者が想像するほど支離滅裂なものではないのである。
制度主義的な賃金分析一一賃金の純粋理論の不可能性について
賃金理論の構築は二重の意味で批判の対象となってきた。ある論者から見れば、賃労働関係は名
目賃金の俗流理論に還元されるだろう [DeBrunhoff,1982]・別の論者から見れば、レギュラシオ
ニストは逆に、賃金についてのいかなる一般理論も生み出していないことになる[Reynaud,1994]・
前者も後者もどちらも、制度主義的な、それゆえ歴史的な賃金理論の提供をねらいとするレギュラ
シオニストの研究計画を理解していないのである。
一方で､賃労働関係の布置状況は労働編成と報酬原理の一貫性によって定義される。したがって、
賃金公式は、それが有効であるためには、労働の歴史のそれぞれの大きな段階を特徴づける管理の
問題の独自性、および、同じ時期における部門ごとの布置状況の相違を考慮に入れなければならな
い[Coriat,1982,19 0]・企業レベルでおこなわれた経験的研究(R.BoyeretY.Saillard[1995]
chap.12をみよ)は、アメリカのラディカル派とレギュラシオニストが理論的に継承したマルクスの
この基本的な直感を否定していないのである。
ルラシオン･サラリアール
他方で、賃金理論は賃金契約および雇用関係についてのより広い分析のなかに編入されてい
るが、そのために、レギュラシオニストには賃金の一般理論が不在であるという誤解が生まれるの
であろう。だが、全く規範的な理論、ワルラス的な労働市場の理論、あるいは、今日のミクロ経済
学がそうしているような、賃労働関係の形態の豊かさを華麗なモデルを用いて強引なやり方で単一
の因果関係に還元してしまう、きわめて一面的な労働市場の理論を選ばなければならないだろうか
ラポール･サラリアール
［Cahuc,1993]？このような設問には､否という解答が出されねばならない｡賃労働関係を基本
的諸制度から切り離して理解することはできない、 というのがその理論的理由である。そして賃金
の純粋理論の叙述的価値と解釈的能力は大きくない、 というのがその経験的理由である。
要するに、労働の歴史が証明しているように、労働を規制する諸制度は可変性に富んでいるし、
これらの制度は賃金決定に大きな影響を及ぼすのである[Boyer,1978](R.BoyeretY.Saillard
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[1995]chap.10をみよ)。レギュラシオニストの研究は、制度を重視すると同時に計量経済学的手
法を用いた多くの分析を積み重ねてきたが[Boyer,1991;Mazier,Basle,Vidal,1993;Boyeret
Dore,1994]、これらの研究全体からつぎの二重命題を引き出すことができる。すなわち、第一に賃
金の純粋理論は空想である、そしてとくに第二に、賃労働関係の構図は賃金の動態および生産性の
動態に決定的な影響をあたえるのである。諸制度は純粋経済のフィクションに摩擦以上のものを導
入する。すなわち、諸制度は多様であり [Howell,1992,p.1-30]、時間的経過とともに変化する調
整様式の構成要素である。
しかしながら、以上の論証にたいして疑義が差し挟まれるかもしれない。 というのも、この論証
は、法的・制度的進化と賃金法則の急激な変化とのあいだの照応関係の存在をたんに事後的に確認
するだけだからである。だがごく最近、レギュラシオニストの研究プログラムは、 ミクロ経済的行
為とマクロ経済的規則性とのあいだの移行を基礎づけると同時に、明示的にこの移行の仲介として
諸制度を介入させるという、新たな方向にまで拡大された[BowlesetBoyer,1990]・マクロ経済
モデルに依拠するならば、企業と賃労働者の総数不変の前提に立って、企業と賃労働者についての
諸関係のあらゆる変化（完全競争、諸企業の結託、企業に労働組合があるか否か、集権的労働組合
か否か……）が平均賃金（その均衡水準と規定要因）に、結局は失業率にどのように影響を及ぼす
のかを、分析的に論証することができる。
それゆえ厳格に理論的に見ても、賃金は、賃労働関係の骨組みを形成する諸制度によって条件づ
けられている。すなわち、長期の歴史的研究と国際比較から生まれたこれまでのレギュラシオニス
トの研究成果を、理論的に追認することができるのである。
’
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賃労働関係、賃労働関係の形態： ミクロ／マクロ移行の方法
賃労働関係は、主としてマクロ経済的な課題と応用に適した概念である。賃労働関係の形態は、
賃労働関係がアクターにとって意味をもつ水準やカテゴリーに投影されることに照応する概念であ
る (R.BoyeretY.Saillard[1995]chap.12をみよ)。同様に、職業空間を支配する規則の創出を
強調したいならば、雇用システムsystemed'emploiという概念によって、社会的効果にもとづく労
働社会学の研究の通じるような新しい展望を開くことができる (R.BoyeretY.Saillard[1995]
chap.11をみよ)。最後に、職業上の地位の創出と再生産の検討に際しては、教育関係rapport
§ducatifが教育システムの組織化と社会的･技術的分業との関係を正確に表現する[BoyeretCar-
oli,1995]・
システム
したがって、賃労働関係のつながりは諸概念の分節＝連接した系を生み出した。とはいえ、これ
らの多様な分析水準のあいだの関係の問題がかつてないほど重要になった。 1970年代を通じて、フ
ォーデイズム的賃労働関係は同質であるという暗黙の仮定があった。科学的管理法の普及は、産業
部門と、銀行や保険のようなサービス部門の全体で見られただろうか、それとも急速な反動が見ら
れたのだろうか？ この仮説によってミクロ／マクロ移行を実に容易に取り扱うことができたが、
I
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このミクロ／マクロ移行は、結局、標準的理論における代表的エージェント論の魅力と限界をその
まま再生産したにすぎなかった。
最近になると、雇用の相対的に急速な調節と賃金の景気変動にたいする強い感応性によって特徴
づけられる競争的賃労働関係の形態と、雇用の相対的安定と賃金の長期的契約化によって特徴づけ
られるフォーデイズム的賃労働関係の形態との共存を仮定することが有効である、 ということが明
らかになった。これによって第一に、階層化された賃金を、これらふたつの賃労働関係の形態の各
国ごとの組み合わせの違いの結果として解釈できるようになった[Boyer,1991]・第二にこれによ
って、労働市場分断についてのラデイカル派の理論の鋭い直感を継承することができる[Piore,
1982]。この点がとりわけ重要なのは、フォーデイズムの長期的危機が、ますます競争原理の｢労働
市場」への再挿入によって表現されているからである（アメリカおよびフランスについては、R.
BoyeretY.Saillard[1995]chap.38,39をみよ)。
これまでの研究が明らかにしたように、これらふたつの賃労働関係の形態は共存ということを超
え、補完的な関係を形成していた。例えば日本では、大企業への就職と昇進のための競争は、中小
企業と比べた身分的不平等によって非常に促進されている [UemuraetEbizuka,1994]・同様に、
社会保障の編成の仕方は直接賃金の決定に反作用するので(RBoyeretY.Saillard[1995]chap.
14をみよ)、賃労働関係の構図の持続性は､直接賃金と失業手当のような間接賃金との適切な接合を
想定する[BowlesetBoyer,1990]。
最後にレギュラシオニストの方法は、フォーデイズム的賃労働関係のあらゆる側面の描写にとど
まらず、部門secteurのレベル(RBoyeretY.Saillard[1995]chap.32をみよ）や企業のレベル
(RBoyeretY.Saillard[1995]chap.12をみよ）にまで適用されるが、これによって賃労働関
係の形態の分類学の提供が可能になった。労働編成のタイプや生産物市場の不確実性や技術変化の
大きさに応じて、 もちろん蓄積体制との関連にしたがって、賃労働関係のいくつかの構図の類型を
描き出すことができるのである。
以上のように、外観的な印象とは反対に、レギュラシオニストの成果[DuTertre,1989]とコン
ヴァンシオニストの成果[SalaisetStorper,1993]はお互いを補強する関係にある。だが、新た
な重要な課題が提起されねばならない。代表的エージェントの観念にも純粋に統計学的な集計概念
にも依存しないような、 ミクロからマクロへの、逆にマクロからミクロへの独自な移行の道筋を体
系化する課題がそれである。実際、これらふたつの制度主義的アプローチの共通の欠陥は、まだこ
のミクロ／マクロ移行の関連を十分に説得的なかたちで展開していないことである。この点にかん
して、レギュラシオニストとコンヴァンシオニストは同じ研究課題を背負っているのである。
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